【様式４】

令和　　年　　月　　日

誓　約　書

所 　在　 地
法人・団体名
代表者職氏名　　　  　　　　　　　

令和９年度山形県立学校入学者に対する学習者用端末等販売に係る業務協定締結候補者選定公募型プロポーザルに参加するに当たり、次に掲げる事項について相違ないことを誓約します。

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しないこと。
（２）会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立てがなされていない者（規定に基づく更生手続開始の申立てがなされた者であっても、更生計画の認可が決定された者を除く。）であること。
（３）民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者（規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であっても、再生計画の認可の決定が確定された者を除く。）であること。
（４）山形県暴力団排除条例（平成23年３月22日山形県条例第26号）第２条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。
（５）山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。
（６）雇用保険、健康保険、厚生年金保険等の社会保険に加入していること(加入する義務のない者を除く。)。
（７）消費税及び地方消費税並びに都道府県税において未納がないこと。
（８）過去５年間（令和３年度から令和７年度）に、地方公共団体に対して学習者用端末等の売買または賃貸借契約等の契約（15,000台以上）、または高等学校段階の学習者用端末等販売協定（5,000台以上）を締結し、履行した実績を有すること。
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